
資料-3-1

能登半島地震を踏まえた対応について

(放射線監視・原子力防災関係)

令和 6年 5月 10日
宮城県原子力安全対策課

1.能登半島地震での被害状況

(1)放射線監視関係 (第63回原子力規制委員会での資料を引用)

○ 北陸電力株式会社志賀原子力発電所周辺のモニタリングポス ト116局
(石川県及び富山県に設置)の うち、一時、主に発電所北側 15km以 遠の
■聾聾塾三Q笙則となった。
○ モニタリングポス トの電源については商用電源と非常用発電機で多重化し、
通信回線については、有線回線を光回線、無線回線を携帯回線にて冗長化し

ていたが、今回、通信の不具合が発生した (下図参照)。

○ 現在は全ての局において測定可能な体制に復帰している。

<通信不具合の要因について>

○有線回線

回線の物理的断線、ルータの電源断

○無線 (携帯)回線
通信基地局間の回線の物理的断線、

通信基地局の電源断
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※上記事象発生のより詳細な要因に

ついては、国において引き続き調査

中である
氷見市上奈川
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商用十非常用発

電機

<環境放射能水準調査用ポスト>

商用■蓄電池 (瞬

停用)

電源断・通信

の不具合

可 イ|ヽ lt能整空港 (の とくう

こう)局

志賀原子力発電所周辺のモニタリングポストの状況について

表 モニタリングボスト18局の状況及び不具合

第168回女川原子力発電所環境調査測定技術会資料

有線



石川県志賀町の

道路被災状況

石川県七尾市の

道路被災状況
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2.女川原子力発電所周辺の放射線監視・原子力防災体制について

(1)女川原子力発電所周辺の放射線監視体制

○ 電源二重化については、商用電源が停電したときに備え、∪PSや非常用
発電機等を設置し、商用電源の停電後も一定期間、連続して測定できる体制

を整備 している。

○ 通信二重化については、メイン回線に加えバックアップ回線を用~意 してお
り、災害発生時においてもデータ伝送経路を維持している。

【参考】通信回線の組み合わせ

・志賀原子力発電所周辺のモニタリングポスト 有線と無線

C

有線と周辺のモニタリングステーション :
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1.能登半島地震での被害状況
(2)原 子 力防災関係 (志賀地域原子力防災協議会・作業部会資料、石川県公表資料を参考に作成)

0 3 0km圏内の30か所以上で道路が通行止め。立二重丑並≧量璽勁盤墜堕認
で室塾艶主三菫≧。

○ また、石川県内に整備されている20の放射線防護対策施設のうち.6」施設
至ェ倒量の理五や陽圧化の不具合等が発生した。

○ そのほか石川県内では住宅被害が7万棟超、うち全半壊だけでも2万棟
超発生し、原子左上豊壁 l■自宅で屋_内退避を行うことが困難な事例も生じた。



劃闘
周辺
モニタリング
ステーション

女川原子力発電所周辺の放射線量

率等の監視
①商用電源
② UPS
③非常用発電機

①有線
②衛星

星設置ユ旦
菫土重血盤量■屋
(女川原子力発電
所周辺10肺日A)

広域
モニタリング
ステーション

女川原子力発電所周辺の放射線量
率等の監視_蝠断目国艶塞麗望Lと
盤 訟 Ω聖 田 墾型 蹴 璽饉菫
登 Lユ狂

①商用電源
② UPS
③非常用発電機

①有線
②衛星

1_Q旦
(女川原子力発電
所周辺10km日墨 )

電子式線量計 原三二重銀菫堅担壺2防護措置の判
断材料や周辺住民の被ばく線量の

推定を行うための放射線量率等の

監視

①無線 (携帯)
②衛星

5_Q屋
(女川原子力発電
所周辺m蜘1圏内)

合 計 7_1屋

災害等により周辺モニタリングス

テーション等が稼働停止した際
等に使用)

①商用電源
②発電式バッテリー
(リ チウムイオン電池)

①無線 (携帯)
②衛星

7台
(環境放射線監視セン
ター及び女川オフサイ
トセンターにて保管)

(参考)女川原子力発電所周辺の放射線監視測定局配置図

■ 周辺モニタリングステーション (7局 )
□ 広域モニタリングステーション (10局 )
○ 電子式線量計 (50局 )
■  (参考)東北電力設置
周辺モニタリングステーション (4局 )

周辺モニタリングステーション

広域モニタリングステーション
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電子式線量計

局名称 主な用途 通信
二重化対応

局数

①商用電源
②充電式バッテリー
(鉛蓄電池)

(参考)
可搬型
モニタリング
ポスト

2.女川原子力発電所周辺の放射線監視・原子力防災体制について

(1)女川原子力発電所周辺の放射線監視体制
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2.女川原子力発電所周辺の放射線監視 口原子力防災体制について

(2)女川原子力発電所周辺の原子力防災体制

○ 牡鹿半島においては、東日本大震災で甚大な被害を受けていることから、
県では、復興まちづくりを支える復興道路を整備してきた。

○ 現在、防災道路ネットワークの構築に向けて、
①国道398号「石巻バイパス沢田工区」
②県道石巻鮎川線「風越Ⅲ期 (桃浦工区)」

③県道女川牡鹿線「大谷川浜小積浜工区」

の整備を鋭意進めている (右図参照)。

○ また、原子力災害時の選且重延聖oL、_」國 圭壁ヨ1三整 la」宣星ヨ重壁菫生主1登」茫 主

も想定し、〕年落 。申 法 で の 冊 難 多 イ干 ことと て おη l  ヨ! 1鮭r土、空 1缶 | て い ス
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2.女川原子力発電所周辺の放射線監視・原子力防災体制について

(2)女川原子力発電所周辺の原子力防災体制

○ 屋内退避については、自宅の損壊等で使用できない場合は、指定避難所な
ど別の建物への屋内退避を実施することになる。

マ
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○ 放射線防護対策施設については、女川原子力発電所から.30km¨圏1こ =住
重≧遇塾墨L圧上と=L三⊆_1_2』二設整I産L奎二とL工圭LリハL_L主ず」LどL皿上震構進盪ΣZ=L主上菫』己堰呈聖主

能|=量瞳艶ユ塾主二二重塑壁己澄である。また、市町において陽圧化装置の点

検等も含め、必要な維持管理を実施している。

TT瑠



3.女川原子力発電所周辺の放射線監視・原子力防災に係る
今後の対応について

(1)女川原子力発電所周辺の放射線監視体制

○ 能登半島地震を踏まえ、緊急時に防護措置の判断が確実に実施できるよう、
バ ノ
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原因生検証し、必要な対策を実施するとともに、その内容生関玉盤 量超二説

明二菫生よ二量_国上塑裂望していく。

○ 国からの通達や他県のモニタリング体制、さらには放射線監視に係る五左
な知見等に係る情報を収集 し、今後必要な対 について検討 していく。

女川原子力発電所周辺の放射線監視・原子力防災に係る

今後の対応について

(2)女川原子力発電所周辺の原子力防災体制

○ 引き続き、原重:」:塵」塾 」塾
`2[盤
塾」ピユE112塵1重援.L2上≦二_皿:聖翌 し

ていくとともに、国、関係市町等と連携し、1祖笠盤 型菫墨星]圃壼塾通 :

EKェ塑塾盤コ塾2塗工二塁堡≧壺塑聖
=■
堕.■。

○ また、原子力規制委員会が設置した「原丘左 △と豊塾望涯望螢螢墜盛里■ヒ園

する検討チーム」に参加し、屋内退避の効果重上 ついて極こ三寸していく。
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